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はじめに
2015年 12月，パリにおいて国連気候変動枠組条約第 21回締約国会議
(COP 21)，京都議定書第 11回締約国会合 (CMP11)が開催され，新しい法
的枠組みであるパリ協定を含む COP協定が採択され， 2016年 1月4日に発
効した。パリ協定では， r世界的な平均気温上昇を産業革命以前に比べ 20Cよ
り十分低く保つとともに， 1.50Cに抑える努力を追求することJ，r今世紀後半
に人為的な温室効果ガスの排出と吸収源による除去の均衡を達成するために，
最新の科学に従って早期の削減を行う」などの薫要項目が含まれている。その
結果，世界の二酸化炭素回収・貯留 (CarbonCapture and Storage，以下，
CCSという。)技術の導入が，政府や投資家にとって脱温暖化への対応策のー
っとしてさらに現実味を帯びてきているω。
( 1) International Center for C1imate Governanc巴[ICCG].2016“Advances and 
slowdowns in Carbon Capture and Storage technology developm巴nt".ICCG
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気候変動に関する具体的な対応策には，政府，産業，国民による政治的，政
策的，経済的，技術的な対応が必要不可欠である。しかし，各国のccs技術
の普及への対応は発展途上であるといえるヘ CCS導入を普及するには，技術
に関する社会やコミュニティーの理解が不可欠であり，政府，研究機関，
NGO団体等による国内外への発信がその重要な役割をもっ。また，気候変動
に関する政策，エネルギ一政策の中に CCSを明確に位置づけることが，制度
化の普及・促進に欠かせないことが指摘されている{九近年の諸外国による
CCS導入動向をみると，パリ協定で採択された 20C以下への目標を達成するに
は， CCS技術の導入率が今後さらに上昇することが前提となるが，現状をみ
ると，その導入傾向は低く，早急な対応が求められる。とりわけ，諸外国によ
るCCS技術の理解に基づき，各国政府及び投資家による経済的サポートとそ
れに対応する各国の政策改革が緊要となっている。
本論文では， 2章構成とし，第 l章では，今後の我が国での CCSの制度的
課題を包括的に検討するために，各国の法制度構築に伴う制度的課題をフォロー
しつつ円 CCSを推進し，かっ適切な管理が可能となる法・規制枠組み安構築
するために必要な研究フレームワークを提示するヘ第2章では， CCS導入の
初期段階の政策手法として EU及び英国検討されている CCSに係る戦略的環
境アセスメント (StrategicEnvironmental Assessment: SEA)を概観し，
現状と課題を紹介する。
Reflection No. 48/May 2016. 
( 2 ) ENGO network on CCS. 2015.“Closing th巴gapon c1imate.Why CCS is a vital 
part of the solution". Dec 2015. 
(3) International Energy Agency [IEA] 2015.“Carbon Capture and Storage: The 
solution for de巴pemissions reductions". France. OECD/IEA， 2015 
(4) IEA 2016.“Tracking Clean Energy Progress 2016: Energy Technology Per. 
spectives 2016 Exc巴rptIEA Input the Clean Energy Ministerial". France. 
OECD/IEA，2016. 
(5) 平成28年度環境省環境保全総合推進費「二酸化炭素回収・貯留 (CCS)導入・普
及の法的枠組みと政策戦略に関する研究J(代表:明治大学柳憲一郎)二酸化炭素
回収・貯留 (CCS)の導入・普及二酸化炭素回収・貯留 (CCS)の導入・普及の法
的枠組みと政策戦略に関する研究
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第1章 諸外国のccsへの取組の現状と本研究のフレームワーク
1.大規模な統合csプロシ"エクト等の現状
オーストラリアのグローパル・ CCS研究所(以下， GCCSIという)による
6月l日現在までの最新データによると，世界全体で計画段階も含め 40件の
大規模な統合 CCSプロジェクト (Large-刷scaleIntegrated CCS projects: 
LSIPs)が報告されている。 LSIPsとは， GCCSIの定義によると，以下のい
ずれかに該当するものを意味する。 CO2の回収，輸送及び貯留を含み，CO2 
排出量が少なくとも 80万(年間) トンの石炭火力発電プラント， もしくは，
CO2排出量が少なくとも 40万トンの天然ガス焚発電プラントを含む高排出施
設である。これらの定義に記載された最低限の CO2排出基準備は，商業施設
や他の産業施設などから一般的に該当する数値を基に定められている。 LSIPs
の定義では，プロジェクトが適切な地質構造サイトへの人為的な CO2圧入に
よるもの，または石油増進回収/第三次回収作業のいずれかであることを条件
としている。
また，EOR [Enhanced Oil Recovery (石油増進回収)Jは，部分的または
完全な石油貯蔵への CO2庇入に闘い技術的・経済的要因が含まれる場合が
考えられる。そのため，回収例や権限によって，CO2-EOR回収業者または規
制当局は混室効果ガス削減目的には不適合， もしくは許可しない場合もある。
一方， EORを利用した貯留のプロジェクトは，各国の CCS技術の普及におい
て必要不可欠な要素であり，また商業規模の， CO2圧入開発に着実に貢献す
るものといえよう。 GCCSIの定義では，プロジェクト・ライフサイクル・モ
デルと称する各CCSプロジェクトの導入段階を示す指標がある。それらは大
きく分けて，計画段階，実施段階，閉鎖段階がある。計画段階には， r同定
Ciden tify ) J， r評価 (evaluate)J ["決定 (define)Jがある。実施段階とは，
投資の意思決定がなされた後の「建設 (execute)J， r操業 (operation)J， 
「閉鎖 (closure)Jを指す。閉鎖段階にはポスト閉鎖 (postc!osure)のステー
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ジがある。ここでは，以上の段階を用い， GCCSIの最新データに基づき，諸
外国の LSIPsを年号別にまとめた。以下，表 1は， LSIPsの地域と国別の一
覧であり，表2は諸外国の LSIPs導入動向の一覧であるO
表 lをみると，現在，世界では 40件の LSIPsが確認されている。その全て
の CO2回収容量は，年間6，840-7，350万トンとされている。地域別にみると，
米国 12件，カナダ5件，南米l件， EU 1件，中東2件，オーストラリア&ニュー
ジーランド3件，中国8件，他のアジア地域2件，そしてアフリカ I件である。
米国やカナダによる CCS導入が初期をリードしていたことを考えると， EU， 
オーストラリア，中国など他の諸外国も将来的 CCS導入に勤いていることが
わかる。
段階別にみると， 22件のプロジェクトが活動段階にあり，そのうち 15件の
表 1 LSIPsの地域，国別一覧
計画段階 実施段階 全体数
地域・国 プロジェ CO，回収の
同定 評価 決定 建設 操業 クトの合 総容量
百|数 (Mtpa) 
米国 3 7 1213，060万トン
カナダ 2 3 51650-700万トン
南米 1170万トン
EU 3 2 611，080万トン
中東 l 21160万トン
オー ストラリア&
2 1 31
690-1，150万トン
ニュー ジー ランド
中国 3 4 81930万トン
他のアジア地域 2 21200万トン
アフリカ 110 
合計 3 9 6 7 15 40 
CO，回収容量の 500万 1，810-2，210 580万 I，IlO-1，220 2，840万 6，840-7，350万トン
合計 (Mtpa) トン 万トン トン 万トン トン
(出典:Global CCS Institut巴， 2016) 
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表 2 諸外国の LSIPs導入動向一覧
米国
ステー プロジェクト名 運転開始 産業 回収タイプ CO2回収 輸送距離 輸送
ジ 量/年 タイプ タイプ
(Mtpa) 
操業 Val Verde Natural Gas 1972 天然ガ燃焼前回収130万 陸224km パイプEOR 
Plants (テキサス州南 ス精製(天然ガス トン 海 132km ライン
部) 精製)
Enid Ferti1zer CO2-1982 肥料生工業的分離70万トン 225km パイプ
EOR Project Cオクラ 産 ライン
ホマ州東部)
8hute Creek Gas Proc-1986 天然ガ燃焼前回収700万 460km パイプ
essing Faci1ty (ワイ ス精製(天然ガス トン ライン
オミング州) 精製〉
Century Plant (テキサ2010 天然ガ燃焼前回収840万 225 km パイプ
ス州) ス精製(天然ガス トン ライン
精製〕
Coffeyvi1Ie 2013 肥料生工業的分離100万 112 km パイプEOR 
Gasification Plant (カ 産 トン ライン
ンザス州南東部)
Lost Cabin Gas Plant 2013 天然ガ燃焼前回収90万トン 374km パイプEOR 
(ワイオミングナト1) ス精製(天然ガス ライン
精製〕
Air Products 8team 2013 水素製工業的分離100万 158km パイプEOR 
Methane Reformer 造 トン ライン
EOR Project (チキサ
スナI'i)
建設 Kemper Country En-2016 発電所燃燐前回収300万 98km パイプEOR 
ergy Faci1ty (ミシシッ (ガス化〉 トン ライン
ピーナ|‘1)
I1linois Industrial Car-2016 化学工工業的分離100万 L6km パイプ陸上深層
bon Capture and 8tor- 業 トン ライン合寝層
age Project (イリノイ州)
Petra Nova Carbon 2016 発電所燃焼後回収140万 132km パイプEOR 
Capture Project トン ライン
(テキサス州〕
定義 Texas Clean Energy 2019 発電所燃焼前回収240万 不特定 パイプEOR 
Project (テキサス州〕 (ガス化) トン ライン
評価 Riley Ridge Gas Plant 2020 天然ガ燃焼前回収250万 不特定 パイプEOR 
〔ワイオミング州) ス精製(天然ガス トン ライン
精製)
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カナダ
ステー プロジぷクト名 運転開始 産業 回収タイプ CO2回収 輸送距離 輸送 貯留
ジ 量/年 タイプ タイプ
(Mtpa) 
操業 Great Plains Synfuel 2000 合成天燃焼前回収300万 329km パイプEOR 
Plant and Wyburn- 然ガス 〔ガスイヒ) トン ライン
Midale Project (サス
カチュワン州)
Boundary Dam Car-2014 発電所燃焼後回収100万 66km パイプEOR 
bon Capture and Stor- トン ライン
age Project (サスカチュ
ワンナト1)
Quest (アルパータ州〉 2015 水素製工業的分離100万 64km パイプ陸上深層
造 トン ライン合填層
建設 Alberta Carbon Trunk 2016-17 肥料生工業的分離30-60万 240km パイプEOR 
Line (ACTL) with 産 トン ライン
Agrium CO2 Stream 
(アルパータ州)
Alberta Carbon 2017 石油精工業的分離120-140 240km パイプEOR 
Trunck Line (ACTL) 製 万トン ライン
with North West Stur-
geon Refinery CO2 
Stream (アルパータ州〕
南米
ステー プロジェクト名 運転開始 藤業 回収タイプ CO2回収 輸送距離 輸送 貯傷
ジ 量/年 タイプ タイプ
(Mtpa) 
操業 Petrobras Lula Oil 2013 天然ガ燃焼前回収70万トン 不特定 輸送不EOR 
Field CCS in Brazil ス精製(天然ガス 要(霞
(リオデジャネイロ州〉 精製〕 接注入〉
~u 
ステー プロジェクト名 運転開始 産業 周収タイプCO2回収 輸送路離 輸送 貯留
ジ 最/年 タイプ タイプ
(Mtpa) 
操業 Sleipner CO2 Storage 1996 天然ガ燃焼前回収90万トン 未公開 輸送不沖合深層
Project in Norway (ノ ス精製(天然ガス 要(芭合塩層
ルウェー) 精製) 接投入i
Snohvit CO2 Storage 2008 天然ガ燃焼前回収70万トン 153km パイプ沖合深層
Project in Norway (ノ ス精製(天然ガス ライン含塩層
ルウェー) 精製)
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決定 Rottedam Opslag en 2019-20 発電所燃焼前回収 110万 25km パイプ沖合枯渇
Afvang Demonstratie- (天然ガス トン ライン ガス田貯
project (ROAD) in 精製) 蔵
Netherlands (オランダ)
評価 Teesside Collective 2020・s 多様産多種回収 280万 場所に異なるパイプ沖合深部
Project (英国) 業 トン (16 km陸上 ライン塩水帯水
ノfイプライン， 層
南部北海貯留
へは約 15C
m沖合;~t 
東方面であれ
ば400km) 
Don Valley Power Pro-2020 発電所燃焼前回収 150万 165km パイプ沖合深層
ject (英国) (ガス化) トン ライン合塩層
(EOR貯
留も現在
調査中)
Caledonia C1ean En-2022 発電所燃焼前回収380万 382km パイプ沖合深層
ergy Project (英同) (ガス化) トン ライン含塩層
中東
ステー プロジェクト名 運転開始 産業 回収タイプ CO2回収 輸送距離 輪、送 貯留
y 最/年 タイプ タイプ
(Mtpa) 
操業 Uthmaniyah CO2 EOR 2015 天然ガ燃焼前回収80万トン 85km パイプEOR 
Demonstration Project ス精製(天然ガス ライン
(サウジアラビア) 精製)
建設 Abu Dhabi CCS Pro-2016 鉄鋼業工業的分離80万トン 43km パイプEOR 
ject (Phase 1 being ライン
Emirates Stee1 Indus-
tries (ESI) CCS Pro-
ject)アラブ首長国述#s)
」
オーストラリア&ニュージーランド
ステー プロジェクト名 運転開始 産業 回収タイプ CO2回収 輸送距離 輸送 貯留
ジ 量/年 タイプ タイプ
(Mtpa) 
建設 Gorgon Carbon Diox-2017 天然ガ燃焼前回収340-400 7km パイプ沖合深層
ide Injection Project CInstitute ス精製(天然ガス 万トン ライン 含塩層
(西オー ストラリア1+1) cstimate) 精製)
評価 CarbonNet Project (ピ2020's 評価中評価中 100】500 130 km パイプ沖合深層
クトリア州) 万トン ライン合塩屑
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South West hub 
(西オー ストラリアナト1)
中国
ステー プロジェクト名 運転開始 産業 回収タイプ CO，回収 輸送距離 輸送 貯留
ジ 量/年 タイプ タイプ
(Mtpa) 
決定 PetroChina Jilin Oil 2017 天然ガ燃焼前回収50万トン 35km パイプEOR 
Field EOR Project ス精製(天然ガス ライン
(Phase 2) (吉林省〕 精製〕
SinopecQil u Petro・2017 化学工工業的分離50万トン 75km パイプEOR 
chemical CCS (1，東省) 業 ライン
Yanchang In tegra ted 2017 天然ガ燃焼前回収130 J 480km パイプEOR 
Carbon Capture and ス精製(天然ガス トン ライン
Storage Demonsir任 精製)
tion Project (隊問省)
Sinopec Shengli Power 2018 発電所燃焼後回収100万 80 k口1 パイプEOR 
Plant CCS Project (山 トン ライン
東省)
評価 Huaneng GreenGen 2020 発電所燃焼前回収200万 選択肢: パイプEOR (他
IGCC Project (Phase (ガス化) トン (a)50-100 km ライン の選択肢
3) (天津) (EOR; and も評価中1)
(b)250-300 km 
(沖合深部塩
水帯水屑)
同定 Shenhua Ningxia CTL 2020 石炭液燃焼前回収200万 200-250 km パイプ不特定
Proiect (銀川市) イヒ (ガス化) トン ライン
Shanxi International 2020 発電所酸素燃焼回200万 不特定 パイプ不特定
Energy Group CCUS 収 トン ライン
Project (山西省〕
China Resources 2019 発電所燃焼後回収100万 150 km パイプ沖合深層
Power (Haifeng) Inte- トン ライン合塩層
grated Carbon Capture 
and Sequestratio口
Demonstration Project 
(広東省)
??????
?????? ???
?
? ??????
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アフリカ
ステー プロジェクト名 運転開始 産業 回収タイプCO，回収 輸送距離 輸送 貯留
ジ 最/年 タイプ タイプ
(Mtpa) 
操業 In Salah CO， Storage 2004 天然ガ燃焼前回収0トン 14km パイプ沖合深層
in Algeria (アルジェリ ス精製(天然ガス (現在操 ライン合塩層
ア) 精製) 業安停止
している)
〈出典:G!oba! CCS Institute， 2016) 
大規模CCSプロジェクトが操業状況ある。この段階による全ての回収容量は.
年間約 2，840万トン (Mtpa)である。また，投資に関する意思決定がされる
前の計画段階をみると， 6件が決定状況にあり，その全ての容景が580万トン
である。他の 12件のプロジェクトは，計画段階の初期にあたる。それらの回
収容量は全て 2，890万トン以上となる。
以下では，最近導入された，または建設中のプロジェクトそ紹介する。
近年の代表的な2つの LSIPsとして， 2015年に運転開始された QuestPro-
jectとUthmaniyahCO2-EOR Demonstration Projectがある。Uthmaniyah
CO2-EOR Demonstration Projectは， 2015年7月にサウジアラビアで導入
された。このプロジェクトは， Hayiwah NGL (天然ガス液)回収プラントか
ら年間約 80万トンの CO2回収容量があるとされる。もう一つの QuestPro-
jectは， 2015年1月にカナダのアルパータ州で導入された。回収容量は，年
間約 100万トンあり，北米では初めての深部塩水性帯水層への CO2貯留を目
的とした大規模CCSである。
また， 2016年に 2つの大規模プロジェクトが商業化操業の運営開始予定と
なっている。その一つであるIllinoisIndustrial CCS Project (年間約 100万
トンの CO2回収容量)は，米国，イリノイ州，ディケーターに設置された
Arder Daniel Midlands corn-to-ethanol production (トウモロコシ原料エ
タノール製造)施設である。これは，米国では初の 100万トン級の深部塩水帯
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水性層への CO2圧入プロジェクトである。もう lつは，Abu Dhabi Project 
(年間約80万トンの CO2回収容量)である。これは，大規模な CCSプロジェ
クトとしては，世界初の鉄鋼業における導入である。アブダピの Emirates
Steel Plantsでの直接還元製鉄方法からの CO2回収となる。
他には，発電セクターによる LSIPsが現実化している。カナダの Bound-
ary Dam Carbon Capture and Storage Project (C02回収容量:年間約 100
万トン)は，世界初の発電セクターでの CCS導入として， 2014年 10月から
操業されている。もう lつは，米国， ミシシッピー ナト|の KemperCountry 
Energy Facility (回収容量は年間約300万トン)では，新たに 582(MW) 
の発電プラントが試運転されている。岡プロジェクトは， 2016年に開始予定
とされている (GCCSI，2015)。
以上の表 l及び表2から，諸外聞における地域別 LSIPsの導入傾向をみる
と，操業している 15件の中ではその約半数が米国による。また，それらの主
な貯留タイプは EORであることがわかる。活動段階による排出源をみると，
そのほとんどが天然ガス精製と藤業排出源からであり，発電所による回収は 2
件のみとなっている。一方，計画段階のプロジェクトを含めると， EU，中国，
韓国などが発電所による将来に向けた商業的CCS導入へと積極的に動き出し
ていることがわかる。また，活動段階，計画段階など全体毛をみると，貯留タイ
プも EOR以外の陸上・沖合深層含塩層や枯渇ガス田貯蔵なども導入傾向にあ
る。輸送タイプは，どの国もパイプライン(陸・海)が主流となっているが，
船舶による輸送手段も考臆されていることがわかる。
また， LSIPsの他に， GCCSIは，諸外国による数多くの試験的，実証的
CCSプロジェクト安住目プロジェクト (NotableProjects: NPs)として位置
づけている。 NPsの定義は， LSIPsの定義，または統合したプロジェクトの
要素に該当しないものを指す。しかし，それらの革新的な実証プロジェクトは，
将来的な大規模CO2回収施設の設計及び導入や明確化されていない CCSに関
する多様な影響要素を理解することなど， CCSに関する社会的な貢献に向け，
非常に価値のある情報提供の場として期待されている。
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表s諸外国の地域・国別に分けた NPsの一覧
地域 国 NPsの合計数 地域による合計件数 諸外国の合計
北米，中南米 ブラジル 2件 67件
カナダ 4 
米国 17 
EU，中東 フランス 2 20件
ドイツ 3 
アイスランド
イタリア
;tランダ 2 
ノJレウェー 2 
サウジアラビア
スペイン 2 
スウェーデン 2 
英国 4 
アジア太平洋 オーストラリア 5 25件
地域 中国 9 
インド
日本 7 
韓国 2 
台湾
〔出典:Global CCS Institute， 2016) 
2.諸外国のccs法制度構築の現状と課題
GCCSIによる諸外国の CCS法制度に関する最近の報告ωでは，各国の CCS
導入に向けた意欲レベルと政策構築のバランスを分析・評価している。特に，
諸外国の法制度化を比較検討した分析結果が注目される。この分析では，諸外
(6) Global CCS Institute: CCS Legal and Regulatory Indicator in 2015 
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国の政策構築の評価を3つのレベルに分け，評価し(本章では，分析基準や分
析結果に基づく詳細への議論は意図しない)， CCS導入への法制度構築が整っ
ている国をA-Cグループとランクに分けている (Aが最も整っているグルー
プ，続いて B，Cとなる)。以下に，主要な分析指標と各項目一覧ぞ示す(表
4，表5)。
調査結果によると，諸外国における CCSに関する法制度基盤は，全体的に
政府やプロジェクト共に未発達であること。比較的に法制度を備えているのは，
オーストラリア，カナダ，デンマーク，米国，英国など，一部の国であると同
定している。また，それらの国の既存または新たな法制度は， CCS技術の実
用化に向け最低限の制度を整えていると評価している。一方，その他の国は，
CCS法制度の枠組みは未だ構築されておらず， CCS技術の実用化に向けて多
くの課題を残している。そのため，今後も CCS導入に向け，その法制度化に
各国の強し、政策コミットメントの必要性を指摘している。また，アジア太平洋
地域に関しては，他の地域と同様な制度化の課題を持つ一方，例外としてオー
ストラリアについては，連邦政府や州政府による包括的な法制度モデルが着実
に築かれていることに評価している。しかし，他のアジア諸国に関しては，評
価が低く，圏内への技術導入化に向けの政府の意識や理解，法制度構築に関す
る消極的な取組みを指摘する。
我が国については，グループBにランク位置づけをしており，スコアは 36
(最高スコア 86)と評価されている。また，オーストラリア，カナダ，デンマー
表4 主要な分析指標
主要な分析指標
1. CCSの法制度に関する事務的プロセスの明確化，効率化
2. CCSプロジェクト(計画，回収，輸送，貯留，閉鎖，モニタリング等の全ての
ステージを含む〕に関する包括的な法制度の枠組み
3. 適切な貯留地設定や環境評価アセスメントに関する法的プロセス
4. ステークホルダーや公的コンサルテーション
5. 責任制度(閉鎖.モニタリング，二酸化炭素リーケージ〕
(出典:GCCSI 2015) 
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表5 分析指標と項目
指 標 指標項目
(1)CCSの法制度に関する 政府や省庁の規制的役割と責務
規制的プロセスの明確化， CCSプロジェクトの許認可プロセス
効率化
CCSプロジェクト(各段階)における事業者 (operaior)
と監督機関 (regulaior)の役割
国家の認証プロトコルとガイドライン
(2)CCSプロジェクト(計 統合された包指的な法の枠組み
画，回収，輸送，貯留， 二酸化炭素の分類化
閉鎖，モニタリング等の
地表下の貯留に関する所有権原
会てのステージを含む)
に関する包括的な法制度 CCSプロジェクトに関する設計基準
の枠組み 二酸化炭素の越境移動
指令とガイドライン
地表や埋め立て利用
二酸化炭素リーケージ(漏れ)
二酸化炭素の輸送
モニタリングや検証に関する要件
貯留や貯留候補地(適正調査、審査、検証を含む)
(3)適切な貯留地設定や環境 回収・輸送と貯留候補地と貯留に関する EIA
影響評価の法的プロセス プロジェクト推進者の責務
政府の決定
リスク管理や影響緩和
技術情報と開発
パブリック・エンゲージメント(公共関与)
(4)ステークホルダー 情報通知の責務
公的コンサルテーション 紛争解決のメカニズム
CCSプロジェクトの閉鎖に関する規制
(5)責任制度(閉鎖，モニタ リスク評価の枠組み
リング，二酸化炭素リー 地域に関連した責任
ケー ジ〉
気候変動に関する責任
(出典:GCCSI 2015) 
-153ー
法科大学院論集第19号
ク，米国，英国が属するグループA (平均スコアが64.7)と比べると，現状
として我が国の CCS導入への法制度化に向け大きな課題があることは明確で
あるω。このような諸外国の法制度の動向を比較評価することは，各国による
今後の取組みに非常に重要な役割をしているといえる。一方，法制度改革にあ
たって，それぞれの評価対象，枠組み，情報，地域性等の検討‘が求められるた
め，諸外国の取組みを単にレベル化することは容易ではないといえる。
また， 2016年5月に公表された InternationalCenter for C1imate Govern-
ance [ICCG]の報告は， CCSに関する法制度の構築について，諸外国をみて
も依然として不十分であり， CCS開発・導入・普及に向け，地域に適した規
制構築，貯留サイトにおける適切な責任制度の確立，国際的な情報共有や共通
の定義化が必要であるとして，具体的に以下の3つの課題をあげている。
1つ目の課題は， CCSに関する包括的な法制度を構築する際に，実際の回収・
貯留施設での実証や検証を行うとともに，そのフィードパックを検討し，その
国や地方の諸条件を考慮することである。特に，二酸化炭素貯留に係る許可や
長期の責任制度などはそれにあたる。具体例として，欧州連合による iC02
の地中貯留に関する EU指令J(2009年)は， 28カ国のそれぞれの規制当局へ
の置き換えがほぼ完了を迎えている。この指令は， CO2回収，輸送，貯留に
かかる EU加盟国における貯留規制に対する柔軟性(加盟国の各地域による貯
留作業への許認可，制限または禁止規制等の多様化)を制度的に考慮している。
一方，理論的には同定されているものの， EU指令は依然として実践的な経
験に乏しL、。その理由として，加盟国による実際の CCS導入傾向が，この指
令会採択した 2009年当時に予測された数に比べ遥かに少ないことにあるO も
う一つは，地域の条件を考慮した制度が不可欠ということである。具体例とし
て，カナダのアルパータ州があげられる。 2012年に CCSに関する法制度枠組
( 7) Global Carbon Capture and Storage Institute [GCCSI] 2015.“Global CCS 
Institute CCS Legal and Regulatory Indicator: A Global Assessment of Na-
tional Legal and Regulatory Regimes for Carbon Capture and Storage'¥Global 
Carbon Capture and Storage Institute Ltd 2015_ 
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最終決定に向け，多くの追加的条件事項が盛り込まれた形となった。したがっ
て，実際に検証された内容やフィード、パックを検討し，その地域に適応する法
制度が不可欠となる。
2つ目の課題は，貯留サイトに閲する長期的な責任にかかる適切な制度の導
入である。現在， CCSの法制度化を先導する国や政府が，責任移転の制度に
配慮している。オーストラリア， EU，カナダ，米国では，貯留サイトで操業
する事業者が特定の法規制に従う際には，悶側の管理責任も重要な役割がある
(例:政府による炭素リーケージのリスク回避や貯留サイトへの長期的な管理
責務に対する資金援助等〉。
しかし，諸外国全体を見た場合，それらの責任制度や地域の事業者に対する
特定の規制等を制度化している政府または規制当局は未だ少ない状況にある。
3つ目の課題は，国際的に同定された CCS技術，回収・貯留サイトの共通
知識・定義・情報，政策手段，環境や社会的側面を考慮した法的規制を理解す
ることである。現状としては，国際的な CCSの法制度化そのものが開発段階
にあり， CCSに関する碁本的情報や国際的に公定化された制度枠組みや規制
等が確立していないことから，各国による取組みの比較や圏内・地方レベルの
法的措置に対する比較評価は容易ではない。例えば，貯留容量に関して， EU 
では 117GtjC02 (これはノルウェーの沖合回収容量の約25%に値する〉とさ
れている。米国による最近の調査では， 3，000 GtjC02の貯留容量の見込みが
あると推測されている。 CO2貯留のための劣化油や天然ガス分野の特定化は
比較的容易であるが，地下や海底による貯留サイトの地質構造(海岸や沖合を
含む)への特定化は探査作業に数十年要する。結果として，CO2回収後の貯
留場所や方法に関する明確な共通同定が必要となる。そのため，国内外の政策
戦略，情報，定義，ルール抜きでは，CCS技術の著しい普及・促進に連動し
なL、(8)。
(8) International Center for Climate Governance [ICCG]. 2016，“Advances and 
slowdowns in Carbon Capture and Storage technology development"， ICCG 
Reflection No， 48/May 2016， 
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3.我が国の法的制度における問題点・課題
CCSのプロセスは，探査，分離・回収，運搬，圧入・貯留，圧入後管理，
閉鎖と大きく分かれる。特に重要な「圧入貯留，閉鎖及び閉鎖後」では，例え
ばEU指令 (EU，2009)等を踏まえると以下の内容を網羅的に規定すべきで
あると考えられる。
-許認可プロセス確立と監督機関
・COz漏洩のリスクアセスメント
・短長期漏えい基準と緊急災害対応
・測定，モニタリング及び検証 (MMV)
.閉鎖計画の開示
・閉鎖の性能基準の設定
・財源保障と財源メカニズム
・長期保証システム(長期モニタリング・メンテナンス，異常事象に対する
緊急措置及び資金措置，COz credits liability) 
.第三者のアクセス権と紛争処理システム
-罰則
現状では，図 lに示すように CCSの各プロセスに対し，高圧ガス保安法，
鉱山保安法，港則法，水路業務法，鉱業法，鉱山保安法，石油及び可燃性天然
ガス資源開発法，一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る
技術上の基準を定める命令(廃棄物最終処分の廃止基準〉を個別的に適用し，
CCS事業の許認可・実施することが考えられる。海洋貯留については， r海洋
汚染等及び海上災害の防止に関する法律J(以下「法」とL寸。)及び r1972
年の廃棄物その他の物の投棄による海洋汚染の防止に関する条約J(以下「ロ
ンドン条J)の改正によって実施可能となった。しかしながら，このような個
別法の適用だけでは，図 lに示す通り CCSの制度的課題(IEA，2010)にす
べて対応したものとは言い難く，欧米の CCSプロセスに即した短・中期，超
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各プロセスに関係する圏内法
海防法・ロンドン条約
-環境影響評価法
個別法で対応
・高圧ガス保安法
-鉱山保安法
港貝1)法
水路業務法
-海防法・ロンドン条約
-環境影響評価法
個別法を準用
・鉱業法
.鉱山保安法
・石油及び可燃性天然力.ス資源開発法
・廃棄物最終処分の廃止基準
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図1 CCSの制度的課題とわが国の法制度の現状
※IEA (2010)より引川 ・著者修正
長期管理に関する法 ・規制の枠組み ・包指的な法制度を検討することが課題と
言える。
これらの課題の中でも， 二酸化炭素貯留に係る非恒久性に関する長期的な規
定は最も重要な課題のーっとされており，現状におけるわが国での長期的な責
任を規定する法を概観する。
廃棄物の海洋投棄を規制する国際的枠組みである ロンドン条約及びその改正
議定書 (96年議定書)の国際発効(平成 18年3月24日)により，同議定書
に基づいて海洋投棄を検討できる品目 (同議定書附属書 Iに定められたもの)
を処分する場合には，同議定書附属書Eに沿った影響評価の一連の手続きを経
た上で有期限の許可を受け，環境監視を実施することが義務付けられている。
わが国は， 96年議定書の求める趣旨と枠組みを国内制度に十分反映するため
法の改正を平成 16年に行い，廃棄物等の海水への投棄については，環境大臣
の許可がなければできないこととされている(平成 19年4月l日施行)096 
年議定書は，中長期の地球温暖化対策としてのccsに対する国際的同定の高
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まりを受けて，附属書Iに「二酸化炭素を隔離するための二酸化炭素の回収工
程から生ずるニ酸化炭素を含んだガス」を追加する改正を平成18年 1月に採
択し，同改正は平成19年2月 10日に発効し，海洋貯留が可能となった。わが
閣は，同議定書附属書Iの改正を踏まえ，かっ，海洋環境への悪影響を未然に
防止する観点から，二酸化炭素の海底下廃棄に係る許可制度を新たに設けるこ
ととし，平成19年に法の改正を行い， i特定二酸化炭素ガス」について，許可
を得た場合には，海底下蕗棄の禁止から除くとした。
特定二酸化炭素ガス」たするための許可制度
• CO2を海底下に廃棄しようとする者(陸域から廃棄しようとする者を含む。)は，
環境大臣の許可を受けなければならなL、。
・この許可そ受けようとする者は，環境影響を評価しなければならないことdごする。
・許可を受けて CO2を海底の下に廃棄する者は，海洋環境の保全に障害を及ぼさな
いよう廃棄し，また，海洋環境を監視しなければならないこととする。
詳細は，i特定二酸化炭素ガスの海底下廃棄の許可の申請に係る指針J(環境
省， 2008)で規定されている。法では，特定二酸化炭素ガスの海底下廃棄につ
いて環境大臣が出す許可の期間は，最長5年とし，廃棄の継続が必要な場合に
は，廃棄事業者はあらためて許可を取得する必要がある。特定二酸化炭素ガス
の圧入終了後，廃棄海域の海底下地層にニ酸化炭素を貯蔵しておく行為につい
ても環境大臣の許可を得なければならない。法では，これにより圧入終了後も
適切かっ確実な維持管理/監視を担保していくこととしており，特定二酸化炭
素ガスの海底下廃棄長行った席棄事業者は必然的に圧入終了後の許可取得が必
要となる。監視結果を確認し，結果に基つ'いて監視内容を定期的に見直すため，
この場合の許可の期間も最長5年としており，許可更新により更に貯蔵を継続
できる仕組みとしている。許可申請にあたっては，万一の事態を想定した障害
防止計画を立案し，環境大臣はこれを勘案して許可の可否を審査する。監視計
画は，許可申請書の一部をなすことが定められており，環境大臣による廃棄の
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許可は監視計画にも立脚するものであり，海底下廃棄許可申請者には同計画に
基づいて監視を着実に実施しなければならないとされている。また，法では海
底下の地層からの二酸化炭素の漏出についてその可能性を検討し，万が一の漏
出が生じた場合の海洋環境への影響を予測評価することが求められる。法では，
これらの要求を実施できるかどうか，経理的基礎，技術的能力の説明について
も義務付けている。
これらの規定により， a人貯留，閉鎖及び閉鎖後に必要な義務は損保される
が， I貯留」及び「廃棄」は最長5年の許可であり，閉鎖後の超長期管理を考
慮した規定したものとなっていない。このことから，二酸化炭素貯留の非恒久
性に関する長期的な規定は今後取り組むべき最も重要な課題の一つであると言
える。
4. CCSの法的枠組み構築に係る研究フレームワーク
わが国では，上述した通り ccsを実施するためには既存の個別法や条約に
よりプロセスごとの安全，環境保護，さらに超長期の管理を担保することに限
界がある。わが国でccsの導入し，商業運転を前提に普及を行うには，温暖
化政策上ccsが必須であり，将来ccsでどの程度削減を担うのかを明示した
上で，費用便益が高く， ccsの社会的受容性が得られる法・規制ぞ及び費用
分担の枠組みを見出し，関連法を含めて法制度を整備することが求められる。
2015年 1月に修正された豪州クイーンズランド州 GHG貯留法
(Queensland， 2015)では，温暖化効果ガスによる環境影響の軽減が法の目的
として掲げられており，それを達成するため温暖化効果ガスの地層貯留の促進
を目的とした法律である。 GHGの貯留を促進するため，貯留許認可及び規制
の権限を規定するとともに，実施に向けた仕組み・施策の確保を担保した促進
法の側面を持っている。
我が国でのccsの制度的課題を包括的に解決し， ccsを推進し，かっ適切
な管理が可能となる法・規制枠組みを構築するために必要な研究フレームワー
クを図 2に提示する。
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C臼由実施を実現するための量適な政策手段由組合せと政蹟位計
-・{('~盟国IBI圃・・
cs司区聾段階における社会的豊容性・
及び向上方置の検討
車車翼施に向けた関種主体聞の協櫨シス .-
テムの構置 、
t畠擁システムのプロトタイプ構築
面篠簡査に基づ〈実現可能性横討
~ 
ccs実施由要求事項
ccs規制由要求Z匹項
法規制モデルの倹射
公共..型、規制型モデル
ccs法規制枠組みの情築
・許箆可プロセス
・超畳鰯曹理に闘する枠組み
・ccsの費用分担
-E園置圃圃・
.. ccs費用便益モデルの構築費用慣甚骨折のケーススタディ
法・規制亙び政置の軽量時評価・規制
1>曹僻値
I 
ccsを実施可能とする短期、中長期の法規制・社会的制度及び政策戦略の開発
図2 CCSの法・規制枠組み構築のための研究フレームワーク
始めにccsの必要性，導入目標やそれを実現する政策手段の組合せを検討
し， ccs政策を明示する必要がある。その政策を実施するために，必要な
ccsプロセス ζ とに技術的要件を整理し， ccs実施と規制の法的要求事項に
分け務理し，それらの法的要求を担保し，実施可能となる合理的な法 ・規制の
枠組みを見出す必要がある。特にccsの実施に重要な非恒久性に関する規制
を含む超長期の管理規制について現実的な枠組みを見出す必要がある。ccs
の法規制の枠組みには，実施と規制の両方の規定が含まれることとなる。これ
らの規定はccsの恒久性，健康安全，環境に影響を与えるとともに， ccsの
経済性及び社会的受容性に大きく影響するため，欧米では制度の経済評価や費
用対効果分析が行われている (EPA.2013)。 したがって， ccsの実施に重き
を置いた場合と，規制に重きを置いた場合で， ccsの経済性や費用対効果構
造や社会的受容性に対してどのような影響があるかを考慮、する必要があろう。
特に，地下貯留は閉鎖後の非恒久性に関する規制が含んでおり，現実的な超長
期の管理に関する枠組みを開発するためにはccsの経済性や費用対効果構造
や社会的受容性の観点から現実的な規定を見出す必要があり，短期 ・長期の
ccsに適切な費用分担制度や関係主体間でccsの管理を協議するシステムに
ついても法制度とともに構築することが望ましいと言える。
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小括
本章で提示した研究アプローチにより， CCSの極期，中長期の包括的な法・
規制の枠組み及び政策戦略を見出されることが期待される。また，これらの研
究を通じて， CCSの社会的，経済的側面を分析することにより，今後導入が
必要不可欠である二酸化炭素の回収貯留技術のみならず，それを活用したクリー
ンな石炭火力発電システムや分離貯蔵した二酸化炭素を活用したバイオエネル
ギーシステムの導入に向けた総合的な短期，中長期の政策戦1隔を見出すことも
可能であろう。
第2章 EU及び英国におけるccs導入・菅浪に関する戦略的環境
アセスメント
1.欧州のCCS導入・普及に関する戦略的環境アセスメント (SEA)
(1) CCS指令と EIA
欧州の CCS指令と EIA指令によると， CO2貯留に関するプロジェクトは全
貯留量が 100キロトン以上であると許可基準となっている。前EIA指令 (the
EIA Directive 85/337/EEC)では CCSは対象外であったが， ccs指令 (th巴
CCS Directive 2009/31/EC)に応じ， 2009年に改正された EIA指令では地
層貯留や貯留サイトを目的とした CCSを対象事業とするため，同指令の the
Annexes 1 and nに追加した。これにより， Annexes 1 and nにリスト化さ
れたすべての CCSプロジェクトに対し， EIAの実施が義務付けられる O
CCSプロジェクトに関する EIAを実施するために， CCSライフサイクルの
初期段階から後期段階までのプロセスが評価され， CCSプロジェクトの環境
的及び社会的・経済的な影響の評価が課せられる o EIAの目的は，問題の同
定，多様な解決策の提案，影響の回避・最小化・軽減に向けた措置を明確にす
ることである(九 EIA指令第四条 l項ではプロジェクトが実施される前に，
( 9) Barros， N et al. 2012. Environmental Impact Assessment of Carbon Capture 
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立地や事業規模，自然への薫大な影響などが環境影響評価の対象となるか基準
に照らし特定する(1九
(2) 戦略的環境アセスメント (SEA)
EIAは，主にプロジェクトが実施される前の段階における環境影響評価を
要求するものである。一方，戦略的環境アセスメント (StrategicEnviron-
mental Assessment: SEA)とは，環境影響評価制度のーっとして認識されて
おり，主に政策，計画・プログラムを評価するもので，事業段階は対象として
いない。 SEAの意義のーっとして，初期段階における環境影響を明らかにし，
戦略的な意思決定段階における環境影響に関する議論の場が設けられることに
ある。そのため， ccsのような新しい大規模プロジェクトを考慮した場合，
SEAによる計聞段階におけるアセスメントは非常に重要な役割があり，実施
されるべき手段として認識されている(ω。
SEAの定義として， ["政策，計画またはプログラム段階の環境影響を評価す
るためのシステム化された包括的プロセスである。また，それらの代替手段で
ある評価結果の報告書の準備，そしてその結果を意思決定に向け公的説明責任
に利用すること」である。 EIAは，個々の事業プロジェクトを対象としたア
セスメントである。それに対し SEAは，開発が実施される前の政策・計画段
and Sequ巴stration:General overview. Portugal. 
http://conferences.iaia.org/20 12/ pdf/uploadpapers/Final % 20papers% 20rev 
iew%20process/Oliveira.%20Gisela.%20%20Environmental%20Impact%20Ass 
essment%20of%20Carbon%20Capture%20 and%20Sequestration.pdf 
(10) Graaf. K.]. D and Jans， J. H. 2010. Chapter VI: Environmental Law and CCS 
in the EU and the Impact on the Netherlands. In M. M. Roggenkamp. & E. 
W oerdman (EdsよLegalDesign 01 Carbon Ca.ρture and Storage. Develo.ρments in 
the Netherlands lorm an Internation and EU Perstective. (pp.157一181).(Energy 
and Law 10). Antwerpen: Intersentia. International Law Series. 
(11) Graaf. K. J. D and Jans， J. H. 2010. Chapter VI: Environmental Law and CCS 
in the EU and the Impact on the Netherlands. In M. M. Roggenkamp. & E. 
W oerdman (Eds.)， Legal Des忽ηofCarbon Ca.ρture and Storage. Develo.ρments幼
the Netherlands form an Internation and EU Perspective. (pp.157-181). (Energy 
and Law 10). Antwerpen: Intersentia， International Law Series. 
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階で，地域レベルもしくは国家，国際レベルで影響を評価することにより長期
的な環境保全を確立することを意図されている。特に， EIAのアセスメント
は事業者により実施するものであるが， SEAは主に規制当局の責任により実
施されるものである。一般的には， SEAは， EIAのプロセスより前に実施さ
れるが， SEAのアセスメント情報及び評価結果は特定事業・プロジェクトの
EIAに利用されることもある。結果として， SEAの情報は， EIAのプロセス
を簡略化させることができるとも考えられる。 SEAは，過去20年において，
国際的に広く利用されており，完成度が高い環境アセスメン卜として認識され
ている(12)。
(3) CCSプロジhェクトに対する EIA.SEAの役割
CCSのEIAとSEAでは，実際のプロジェクトを行う場合，いくつかの許
可要件在満たす必要がある。 EUCCS指令によると，商業利用による二酸化
炭素回収・輸送・貯留のプロジェクトは EIAの評価項目を満たす義務がある。
したがって， EIAは提案された CCSプロジェクトの環境影響を評価すること
を目的とした手段となる。このことから，環境基準を基にした影響評価がプロ
ジェクト実施に向けた意思決定プロセスに利用される。一方， SEAは，政策
決定をするための事前かっ戦略的な補足的手段といえる(肌(14)。現状として，
CCS指令は EIAによるアセスメントは法的要求事項としているものの， SEA 
に関しては明確に言及していない。
(12) CSIRO 2012. Analysis of Environmental Legislative and Regulatory Re. 
quirements for the Use of Amine-Base CO2 Post Combustion Capture (PCC) in 
Australian Power Stateions. Firnal R巴port.February 2012. 
(13) Koornneef， ]. A. Faaij， and W. Turkenburg， 2009. 'The screening and scoping 
of Environmental Impact Assessment and Sirategic Environmental Assess-
ment of Carbon Capture and Storage in the Netherlands'. Environmental 1m. 
pact Assessment Review， 2008. 28 (6): p. 392-414， 
(14) Koornneef， ]"et al. 2011. The environmental impact and risk assessment of 
CO2 capture， transport and storage-an evaluation of the knowledge base using 
the DPSIR framework. Energy Procedia. 4: 2293-2300. 
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EIAとSEAは，意思決定の初期段階からその状況を理解し，適切に把握す
るために，提案された政策，計画またプログラムに関する環境影響を評価する
システム化されたプロセスである。そのため， SEAによるアプローチは個々
のCCSプロジaクトに対し適切な状況や条件，組織的実現性に合うために目
的に合うために改善される必要がある。大半の SEAを実施する際，意思決定
プロセスよりむしろ決定を行うための補完的プロセスとして解釈されており，
政策策定の多様な段階で利用される手段として理解されている。この広範閉視
点の中， SEAは物理的・空間的な情報に基づき政策イニシアティプやプログ
ラムや計画に対するアセスメント安実施する。
EIAの目的とは，環境・経済・資源・社会に対する事業活動の影響を明確
にすることである。その評価は，どのような状況下で，意思決定されたかを踏
まえそれらの影響を評価するものである。従って， EIAやSEAとは，長期的
に持続可能な開発として行なうために計画された事業の環境的・社会的・経済
的影響を調査，分析と評価するものであり，環境的・資源的な問題を計画やプ
ログラムに統合させる手段であると解釈できる。
また，環境アセスメントは，提案された事業活動を公の場に情報提供するこ
とにより，環境的・社会経済的側面を考慮した検証，報告，コメントそしてフィー
ド、パックを共有するための機会を提供する。公の協議は，事業の中止に繋がる
可能性がある反面，多くのケースでは，社会的な理解を深めることに繋がり，
より良い事業へと繋げる結果となっている(l九表7に， CCSに関する EIAと
SEAの比較をした結果と示す。
IEA (2007年)の報告書には，一般的に諸外国の EIAとSEAの手JI聞は似
ているが，会く同じではないと記されている。多くの場合，懐れた EIA実施
例の要素は，法律により要求されていない。一方，それらの要素は規制当局の
要求した具体的要素でもなL、。それゆえ，本質的な EIA/SEA評価に問題が
(15) IEA 2007. 'Environmental Assessment For CO2 Capture and Storage'. Tech-
nical study， Report Number 2007/1. IEA Greenhouse Gas R & D Programme 
(IEA GHG)， March 2007. UK. 
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表7 CCSに関する EIAとSEAの比較
EIA SEA 
通常，提出された CCS開発提案に対して CCS開発提案に対して事前に実施し，情
実施する。 報を提供する。
提案された CCS開発の環境に対する影響 広範囲の環境に対する CCS政策，計画及
を評価する。 びプログラムの影響，または CCS開発の
ニーズや機会の環境影響を評価する。
特定の提案された CCSプロジェクトを対 CCS開発の地域またはセクターを対象と
象とする。 する。
プロジェクトの開始と終fが明確である。 適切な時期に情報提供することを目的と
する継続的なプロセスである。
提案された CCSプロジェクトの直接影響 CCSの累積的な影響与を評価し，持続的可
と便益を評価する。 能な開発にl匂けた影響や課題を特定する。
CCSの影響や CO2漏洩の可能性の軽減を
図る。
CCSの影響や CO2漏洩の可能性の軽減を 一定の環境水準安維持することを図る。
図る。
狭義の特定されたサイトの視点と非常に ビジョンや包括的な枠組みを提供する広|
詳細な内容である。 範囲でグローパルな視野と内容であり， I 
CCSの累積的な地球規模な影響の知見を
提供するものである。
提案された CCSプロジェクトの特定の影 CCSの影響及び便益を評価可能とする枠
響が対象である。 組みを構築する。
(出典:IEA 2007を基に執筆者が作成)
ない限り，各国の実施する環境評価の枠組み，そのものに違いがあるといえる。
また，いくつかの実施例によると実施する国により EIAや SEA以外の既存の
法的規制 (EIAjSEAに似た規制手段)があり，それら規制によって環境影響
の評価を行なっていることもある(同。以上から， SEAの評価手法が必ずしも
全く同じ手法として諸外国で実施される必要はなL、。また，諸外国の CCS導
(16) IEA 2007.‘Environmental Assessment For CO2 Capture and Storage'. Tech-
nical study， Report Number 2007/1. IEA Greenhouse Gas R & D Programme 
(IEA GHG)， March 2007. UK. 
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入 ・普及に関する法規制を考える上で， EIAとSEAは密接に関連するもので
あり， EU CCS指令は EIAを義務化しているものの， SEAに関する特定な法
的要求が同指令の要求項目となるかは今後も課題となるであろう(]九
EU CCS指令， EIA指令，そして SEA指令の関係を図 3に示す。
図3では，最上位にあるのが 「政策，戦略，法律」である。その下には，
「計画とプログラム」が位置づけされており，ここに SEA指令が適用される。
その下に， Iプロジェクトレベル(公共事業 民間事業)Jがあり， EIA指令
により環境影響評価が実施される。
SEA/EIA指令は共に他の関連指令からの部分的要求が関わっている(水枠
木枠組み織令
..納紳錦み指令
生息1境且ぴ属顕指令
• 
.綱陶，
'"旬開・脚"
自量規アセスメント
計画及びプログラム
SEA!自令(2∞l/42/EC)
事業(公共ー民間)
EIA街令(2011/92/EU，il並立後}
図3 EUのSEA. EIA. CCS指令の関係
(tI'o典 EuropeanCommission 20(6) 
量S響評価
cs指令
(J 7) Gao， A. M. Z.， 2008. 'The Application of the European SEA Directive to Car-
bon Capture and Storage Activities: the Issue of Screening'. European Energy 
and Enviroηmental Law Revieω.17 (6): 341-371 
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組み指令/WaterFramework Directive ;廃棄物枠組指令/WasterFrame-
work Directive ;そして生息地指令と鳥類指令/Habitatsand Birds Direc-
tives)。また， EIA指令に関連する他の指令として，埋立指令 (Landfill
Directive) ，産業排出指令(IEDDirective)， CCS指令 CCarbonCapture 
Storage Directive)がある〔ヘ以上から， EIA指令と CCS指令は直接関係
しているが， SEA指令と CCS指令は直接的な関わりはないことが分かる。
(4) EU SEA指令
SEA指令は，広範囲による公的計画やプログラム(例:土地利用，輸送，
エネルギー，廃棄物，農業など)に適用される。 SEA指令は政策については
雷及していなL、。 SEA指令は， 2001年から法令化され.2004年までに加盟国
による圏内法化が義務づけられた。 SEA指令が適用される計画やプログラム
は，規制当局(国家，地方自治，市町村レベル)により策定され，実施される
ものである。また，それらは法律，規制または管理規定により義務づけられる
ものである。一方， SEAの適用除外となるものとして，国防衛または民放事
態を目的としている計画やプログラムや財政または予算の計両・プログラムが
ある。
SEA指令は， EIAのような計画・プログラムのリストは要求していなL、。
SEA指令は，計画・プログラムに対し義務とする内容は，農業，林業，漁業，
エネルギー，産業，輸送，廃棄物/水管理，テレコミュニケーション，観光業，
都市や地方計画または土地利用，そして EIA指令によりリスト化された将来
開発のプロジェクトに向けた枠組み，または生息地指令/HabitatsDirective 
(第6条または7条)によりアセスメントの実施が決定されたもの， EU協調
融資されている計画・プログラム(例:I実施計画i/OjJerationalProgrammesJ) 
などがある。
以上のような計画・プログラムに含まれない場合，加盟国はスクリーニング
(18) European Commission 2016a 
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を実施し計画・プログラムによる環境影響が起こる可能性があるか確認しなけ
ればならなL、もし，重大な影響があると考えられる場合， SEAは適用され
る必要がある。スクリ一ニング手順は同指令の AnnexIに記されている(川l凶ω9的〕
例えば，以下の計画やプログラムは必ずスクリーニングされる。
・地方レベルによる小地域に対しての計画・プログラム
・計画・プログラムのマイナー調整
・「非EIA型プロジェクト」や「非セクターJによる計闇・プログラムの枠
組み(20)
EU法により SEAに対し完全に網羅されていない計画・プログラムがある。
表8及び表9はその一例である。
表8 EU法により完全に網羅されていない計画・プログラム
計画・プログラム
活動プログラム/Action Programmes 
河}I流域管理計画/RiverBasin Man-
agement Plans (RBMPs) 
洪水リスク管理計画/FloodRisk Man-
agement Plans (FRMPs) 
対策プログラム/Programmesof meas-
ures 
廃棄物管理計画/Wastemanagement 
plans 
国家移行計画/TransitionalNational 
Plans (TNPs) 
(出典:European Commission 2016) 
(19) European Commission 2016a 
(20) European Commission 2016a 
指令
硝酸塩指令/NitratesDirective (91/ 
676/EEC) 
水枠組み指令/WaterFramework Di・
rective (2000/60/EC) 
洪水指令/FloodsDirective (2007/60/ 
EC) 
海洋戦略枠組指令/MarineStrategy 
Framework Directive (2008/56/EC) 
廃棄物枠組み指令/WasteFramework 
Directive (2008/98/EC) 
産業排出指令/IndustrialEmissions 
Directive (2010/75/EU) 
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表9 EU法により完全に網羅されていない計画・プログラム
(a) EUによる協調融資された「実施計画 (OperationalProgrammes: EU co-
funded)J。
I. SEAを目的とした大半の EUr実施計画」は環境配慮を中心とした事前評価
である。
I. SEAは.r実施計画」についてシステム的に統合された環境課題を明確にする
こと。
I. SEA は「実施計画Jを導入する前に実施され，コンサルテーションを目的と
するものは「実施計画」と SEA報告書である。
IV. SEAは，他の関連する計幽や手順との関わりを明確にする。
v. SEAの性質は.r実焔計画」の質に反映される。それがプロジェクトの実施を
構築させる。
(b) 外部の財政活動に向けたEUの手段によりプログラムが考案されたもの。
SEA手I1聞は，以下に要約することができる:
環境報告書は，提案された計画・プログラムによる環境影響の可能性と合理
的な選択肢が指摘されたものに対し準備される。公的及び環境に関する規制当
局は，素案計画またはプログラムの報告を受け，精査し，環境報告書が作成さ
れる。計画・プログラムが，ある加盟国の環境に影響する場合，その範囲を領
土とする加盟国は他の加盟国による精査が要求される。この場合，欧州経済委
員会による越境環境影響評価条約 (UNECEConvention on EIA in a trans-
boundary context)に関する SEAプロトコルに基づいた実施が求められる。
SEAの環境報告書やコンサルテーションの結果は計画またはプログラムが
採択される前に考慮される。計画またはプログラムが採択されると，環境に関
する規制当局や公衆はその報告を受け，適切な情報が提供される。予期せぬ不
都合な影響が初期段階に見つかった場合，計画またはプログラムによる生じる
重大な環境影響はモニタリングされることが要求される。
EU SEA指令の実施手I1固とは，
・同指令は，環境の規制当局にスクリーニング段階で精査することを要求す
る。 (Art.3 (5) and Annex II)。
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・スコーピング (SEAプロセスは， SEA報告書にあげられた内容や課題を
適切な当局へ提出する決定権がある)は， SEA指令では義務化されてい
る。
-SEAの環境報告書では，計商の実施による環境影響がどの穂度想定され
るか評価する。
・合理的な代替案に対する評価と他の関連する計画・プログラム，及び環境
保全についても記載することになっている。また，軽減策やモニタリング
計画，さらに非技術的要約 (Non-technicalsummary)を盛り込まれる。
・公表と協議 CInlormationand Consultation)では，環境の規制当局がス
クリーニング，スコーピング，計画・プログラムの環境評価報告書を公表
し，計画・プログラムや環境評価報告書について協議を行う。越境協議
CTransboundary consultations : under Art. 701 the SEA Directive & Art. 
1001 the SEA Protocol)を行う。
・意思決定 CDecisionMaking: under Art. 8)では，規制当局が環境評価報
告審を精査し，公や環境関連当局からの意見聴収を行い，公の協議を行い，
それらの結果を総合評価し，決定する義務がある。
・決定の公表 CInlormationon decision)を行い， SEAプロセスが終了する 0
・最後に同指令は，加盟国は予期せぬ不都合な影響や適切な改普策を明確に
するため，計画・プログラムの実施による重大な環境影響をモニタリンクー
する義務がある。
・また同指令は，加盟国による環境報告書の一定の質を確保することを義務
づけている (21)。
図4に， SEA実施手I1闘を示す。
(21) European Commission 2016b 
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スクリー ニング ドミ1 スウリー ニング要素を利用
スコ ピーング |口 |
SEAIこ要求された内容の特定化
環境Z平価報告書/調査 ヒ〉川町駅糊…を含む)|
情報とコンサルテーション 円一棚連当局制コ川テーション手順(9条もし〈は適切な渇合)
決定 lq環境問報叩を考ー慮 ルーン
決定情報 トザ| SEAプロセスの終了
モニタリング ヒ〉l !l績に関遣する軍大な影嘗
図4 SEA実施手1慎 (TheSEA Procedure) 
(出典:European Commission 2016) 
2.英国のccs導入・普及に関する戦略的環境アセスメン卜
前述した通り欧州では， CCS導入を対象とした SEA実施例はまだ少ない
(例 :オラ ンダ(22) デンマーク附，ポーランド(2ぺ 英国(25)など)。 その中でも，
近年著 しい動きを表 しているのが英国である。ここでは， 英国のエネルギ一政
(22) Koornneef， J.et al. 2011. The environmental impact and risk assessment of 
CO2 capture， transport and storage-an evaluation of the knowledge base using 
the DPSIR framework. Energy Procedia. 4・2293-2300
(23) Lyhne， I.2012. Strategic Environm巴ntalAssessment & The Danish Energy 
Sector. Exploring non-programmed strategic decisions. Aalborg: Institut for 
Samfundsudvikling og Planlagning， Aalborg Universitet. 
(24) Jendroska， J 2014“Carbon Capture and Storage in Poland: The Transposi-
tion of Directive 2009/31/EC into Polish Law'¥Centre for Law and the Envi-
ronment， Carbon Capture Legal Programme， University Colege London. 
(25) Department of Energy & Climate Change 2016.“UK Offshore Energy Strate-
gic Environmental Assessment: OESEA 3 Non-Technical summary". Future 
Leasing/Licensing for Offshore Renewable Energy， Offshore Oil & Gas Hydro-
carbon Gas and Carbon Dioxide Storage and Associated Infrastructure. March 
2016. London， UK. 
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策，特に CCSに関連した SEAの取組みに注目する。近年，英国では 2種類
のSEAが実施された。一つは，英国のエネルギー政策改革に向けた政策枠組
みと技術規定を定めるために利用された政策の SEAである。もう一つは，沖
合(オフショア)エネルギー開発に向けた国家プログラムに対する計画・プロ
グラムの SEAである。以下では，英国における CCS導入・普及を積極的に
視野にいれた気候変動政策とエネルギ一政策改革の SEAを分析し，英国が
CCS導入・普及に対しどのように SEAを活用し，実施したのか会考察する。
(1 ) エネルギー政策計画
2011年 7月 18日，下院議会で 6件のエネルギーに関する国家政策文書
(National Policy Statements for Energy Infrastructure: NPS/EN-lから
EN-6までの 6つの文書側)が承認された。この文書は， ["計画法 (ThePlan-
ning Act 2008) Jに従い， 2050年までに温室効果ガスの排出量を 1990年レベ
ルの 80%減まで削減するとともに将来のエネルギー供給保障を確立するため
の政策枠組みであり，将来のエネルギー構成としては再生可能エネルギー，原
子力，化石燃料(ただし将来は排出する炭酸ガスを回収，貯蔵する CCSシス
テムの導入が条件〉の 3つとし，各エネルギー関連施設の導入，政策及び施設
の建設についての岡の審査の技術規定を定めたものであるf附2肝7)η)
同文書では'主要なエネルギープロジェクトは計画査定機関の一つである国
家インフラ整備総局 (theNational Infrastructure Directorate: NID)によ
りアセスメントが実施され，決定される枠組みとなっている。そのため，国家
インフラ整備総局は同文書ガイドラインに基づいて開発申請を審査し，大臣は
その審査内容に碁づき意思決定する。また，それらの審査は公平性が求められ
るため，大臣と審査官による適切且つ公平な開発同意が不可欠となる。それゆ
(26) “National Policy Statements for energy infrastructure"， DECC 
http://www.decc.gov.uk/en/content/c.ms/meeting_energy / consen ts_plannin 
g/nps_en_infra/nps_en_infra.aspx 
(27) As required by Section 5 (3) of the Planning Act 2008 
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え，エネルギー・気候変動省は，申請したプロジェクトに関与するステークホ
ルダーとの協議の場に関するガイダンスを用意し，それに沿った取組みをする。
同文書が採択されるまで，計2聞の議会精査と公聴会が実施された。第一回目
は，前政府による 2009年 1月から 2010年 2月までの期間に報告書の素案に
ついての協議が実施された。第二回目は， 2010年10月から 2011年 l月まで
の期間に実施された。
CCS導入・普及策後叢要課題のーっとして掲げた英国のエネルギーに関す
る国家政策は， SEAが実施された。一方，欧州の SEA指令は，広範囲による
公的な計画やプログラム(例:土地利用，輸送，エネルギー，廃棄物，農業な
ど)に適用されるが，政策への適用については言及していなL、。
また， SEA指令は， EIAのような計画・プログラムのリストは要求してい
なL、。 SEA指令の対象となるのは，農業，林業，漁業，エネルギー，産業，
輸送，廃棄物/水管理，テレコミュニケーション，観光業，都市や地方計画ま
たは土地利用であり， EIA指令によりリスト化された将来開発のプロジェク
トも対象としている。また，生息地指令 CHabitatsDirective)の第6条また
は7条により評価の実施が決定されたもの， EU 協調融資されている計画・プ
ログラム(例えば，実施計画 (OperationalProgrammes))や計画・プログ
ラムの調整や変更等も対象となる制。
同文書によると，すべてのエネルギーに関する国家政策は「計画法 (The
Planning Act 2008) Jに基づき， SEAが実施されている。また，この計画法
によると，エネルギー・気候変動政策における政府の取組みは， I持続可能性
の認定 (TheAppraisal of Sustainability) Jと「生息地に関する規制評価
(the Habitats Regulations Assessment)Jが要求される。
(2) 計画法 (ThePlanning Act 2008) 
計画法の第5条に，国家政策文書に係る規定がある。その第3項では，同法
(28) European Commission 2016. http://ec.europa.eu/clima/policies/lowcarbon/ 
ccs/ind巴x_en.htm
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の目的に従い国家政策文書を承認する場合，政策の持続可能性の評価を大臣に
義務づけている制。
生息地規則 (theHabitats Regu1ations)第102条1項によると，エネルギー・
気候変動省は，国家政策文書に関連する計画やプロジェクトが欧州のL、かなる
地域において重大な影響を与える可能性があるかどうかアセスメントすること
を要求している。それらの範囲は，野鳥とその生息地の保護を目的とする「野
鳥指令J(Council Directive 2009/147/EC on the Conservation of Wild 
Birds)，野生動植物とその生息地の保全を目的とする「生息地指令J(Council 
Directive 92/43/EEC on the Conservation of Natura1 Habitats and of Wild 
Fauna and F1ora)の特別保護地区 (Specia1Areas of Conservation: SACs) 
に及んでいる。英国の政策・計画では，ラムサール条約と同様の保護レベルを
要求している。スクリーニングにより生息地に悪影響があると評価された場合
は，エネルギー・気候変動省は影響が生じる地域に対し適切な措置を実施しな
ければならない。これは，国家政策文書が欧州、|の個別の地域に直接的影響を与
えないが，欧:J-I'のあらゆる地域安保護する必要性から措置を講ずることとなっ
ている。
生息地規則の評価報告書は， i持続可能性の認定」とは別に公表される。し
かし，生息地規則の評価の結果は， i持続可能性の認定Jの手順において重要
な情報となる(特に生物多様性に関する国家政策文書内容)。また，エネルギー・
気候変動省は，国家政策文書の改訂合意が承認された場合，計商法で規定され
た計画制度に従うことになる側。
前述したとおり，欧州の SEA指令は広範囲による公的な計画やプログラム
に適用されるが，政策への適用については言及していなL、。しかし，生息地指
令の第6条または 7条により評価の実施が決定された政策に関しては， SEAが
(29) Planning Act 2008. Chapter 29. http://www.legislation.gov.uk/ukpga/2008/ 
29/pdfs/ukpga_20080029_en.pdf 
(30) Department of Energy & Climate Change 2016.“Government Respons巴to
consultation on Appraisal of Sustainability of National Policy Statement for 
Geological Disposal of Radioactive Waste: Scoping ReportぺLondon
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適用される。したがって.I持続可能性の認定Jと「生息地規則の評価」は，環
境に対し重大な影響を及ぼす可能性があるものを対象として.SEA指令 (the
Strategic Environmental Assessment: SEA Directive (2001/42/EC))削と
共に実施されると解釈できる。「持続可能性と生息地に関する規定アセスメン
ト」の主要な役割は，政府の資金補助を受はた大規模なエネルギー施設のプロ
ジェクトの実施による環境的・社会的・経済的影響の分析結果を国家政策文書
の素案に閲する協議に反映させることである。「持続可能性の認定Jにおける
非技術的な要約は，専門家を除くステークホルダー向けに報告される目的を持
'つ(32)。
同政策文書では，英国によるエネルギー・インフラ改革のための新たな政策
枠組みを構築する際. CCS技術の導入・普及が英国の国家エネルギー・気候
変動政策において震要な政策と位置づけられている。上述した通り，英国では
既に環境配慮をするためエネルギーに関する政策において SEAが取り組まれ
ており. I持続可能性と生息地に関する規定アセスメント」を基に情報が整理
され， SEAを実施されている。一方，同閣のエネルギー供給・気候変動緩和
に向けた実用化施策にも SEAが実施されている。
次項では，英国ではエネルギー政策にどのように SEAを適用し，エネルギー
供給や気候変動緩和策に向けた施策を策定しているのか，また同政策で CCS
技術の導入・普及や施設の設置についてその目的・範囲・手段・規制等をどの
ように考慮し，実施しているか具体的に分析する。
(3) エネルギー改革と気候変動緩和策に向けた計画・プログラム案のSEA
2001年から施行されている SEA指令 (2001/42/EC)で環境アセスメント
を行うこととなっている環境に著しい影響を与える特定の計画及びプログラム
(31) Directive 2001/42/EC of 27 June 2001 on the assessment of the巴ffectsof 
certain plans and programm巴son the environment 
(32) Department of Energy and Climate Change 2011.“Overarching National 
Policy Statement for Energy (EN-l)". Presented to Parliament pursuant to 
Section 5 (9) of the Planning Act 2008. The Stationery Office， London. 
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について，特定の開発及び活動に関する環境影響評価を規定した指令 (2011/
92/EU)が新しく改正された「環境影響評価指令 (2014/52/EU)Jにも追加
された。 SEA指令第3条 2項a号では，エネルギーに関するすべての計画・
プログラムは環境アセスメントの対象とすると定められている。
SEA指令の意義は.r持続可能な開発を向け，環境配慮を考慮した計画やプ
ログラムを準備し，導入するために高度な環境保全策を提供すること。それゆ
え同指令は，環境に影響を与える可能性のある特定な計画やプログラムを対象
に環境アセスメントが適用されることを要求する」と定義されている。英国で
は同指令に関する規定を国内法で成文化しており. SEAは計画とプログラム
に関する環境アセスメント規定 2004(the Environmental Assessment of 
Plans and Programmes Regulations 2004)/SEA規定 (theSEA Regula-
tions) (以下では.r英国 SEA規定」という)に基づき実施されている。イン
グランド (England)の一部，または，英国 (theUnited Kingdom)のその
他の地域を対象範囲とした計画やプログラムに適用される。英国 SEA規定の
要求項目として，関係機関や公共，そして環境影響の可能性があると考えられ
る隣接する加盟国で協議することとなっている (3九
① 政策的背景
SEAが対象となるエネルギーの計画・プログラムは，英国のエネルギー供
給政策及び温室効果ガス緩和策を基に考慮される。天然資源由来(主に，加熱，
エネルギ一生産への化石燃料の燃焼による)のより増加した混室効果ガス(主
に二酸化炭素〉の濃度レベルは，地球規模の気候に直接的影響を与えていると
考えられている。また，気温上昇，海面上昇，異常気象や海水酸性化，それに
起因する社会経済及び環境影響などが，その気候変動に起因している。
IPCCの第5次報告書では，世界全体の気候変動への影響をまとめた。その
(33) Department of Energy & Climate Change 2016. "UK Offshore Energy Strate同
gic EnvironmentaI Ass巴ssment:OESEA 3 Non-Technical summary". Future 
Leasing/Licensing for Offshore Renewable Energy， Offshore Oil & Gas Hydro-
carbon Gas and Carbon Dioxide Storage and Associated Infrastructure. March 
2016. London， UK. 
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報告を受けて，英国は 2050年までに 1990年比で80%の温室効果ガス削減を
公約した。中間の目標として.2020年までに 34%.2025年までに 50%.2032 
年までに 57%を掲げ. I気候変動法2008(the Climate Change Act 2008) J 
により達成することとしている。また.2016年10月ノfリ協定に EUとして一
括批准したことで，英国はパリ協定に批准したこととなった。パリ協定は，世
界的な平均気温上昇を産業革命以前に比べて 2度より十分低く保つとともに，
1.5度に抑える努力脅迫求することとした。化石燃料によるエネルギ一生産は
温室効果ガスの増加の主要な!原因であることから，!/f:，国はエネルギ一部門を低
炭素化することを目指し，英国による圏内法の削減ターゲットと国際的削減目
標により気候変動による影響経和に貢献することを公約した。
低炭素化のプロセスでは. 2050年までに再生可能エネルギーを増やすこと
(英国では2020年までに再生可能エネルギーを 15%増加する法的義務が課さ
れている).また，低炭素化に貢献するエネルギー施設 (CCS設備)を備えた
石炭，バイオマス，またはガス火力発電所や原子力エネルギーへの転換が実施
される。
ガスや石油は，暖房，愉送及び電力供給などのエネルギー源として様々な重
要な役割が継続される。エネルギー供給部門による低炭素化では，住宅や商業
施設そして輸送部門におけるエネルギーの効率化によりエネルギー需要の低下
を促進させる広範囲的改革策も含まれる。現在，英国政府はエネルギー政策や
低炭素化への貢献策ぞ見覆しており，これによりガス火力発電所，新規原子力，
沖合洋上風力発電などが重要な解決策の要素として考躍され，実用化された
CCS付設の石炭火力発電所は重要な要素と位置付けられている。
前述したとおり，化石燃料への依存は低炭素化プロセスが完了されるまでは
継続されることとなる O 現在，英国は石油及びガスの純輸入国であり，英国の
エネルギ一安全保障を考えた場合，現状以上のガス貯留容量が必要となると考
えられる。そのため，英国のエネルギ一政策において，エネルギー安全保障は
重要な政策課題である。同国は， EUの加盟国で最大の石油・ガス生産国であ
るため，それらのライセンスは大きな利益をもたらすと考えられている。
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近年の英国の大瞳棚 (theUKCS)における石油生産と掘削の減少は， 2013 
年の theW ood Review (天然資源評価及び見直しに関する報告書)により明
らかになった。このレビューにより，英国政府はいくつかの政策を策定し，そ
の中には経済復興の最大限ィι「石油・天然ガス規制機関 (theOil & Gas 
Authority: OGA) Jの設置，エネルギー・気候変動省の事業執行機関の設置
が含まれる。これらの機関は 2015年4月に設置された。エネルギー・気候変
動省は，英国石油の経済復興の最大化に向けた戦略素案を策定し，この素案で
は適任者が経済的に回収可能な石油の最大化を達成するために必要なすべての
段階に従事することが義務付けられた倒。
② 計画・プログラムの素案
計画・プログラムの素案は， SEAにより検討される。この SEAにより，沖
合洋上風力，波カ，潮力の再利用エネルギー資源のリース，また海洋資源(石
油やガス)のライセンス/リース， CCSを含むガス貯腎の将来的な検討が可
能となることから政府の温室効巣ガス削減目標の達成に賞献することができる
と考えられる。素案計画・プログラムの主要目的は，英国の経済強化するため
に，生物多様性や生態系，自然環境や自然資産，安全や公衆衛生及び有形資産
や他の利用者に影響を及ぼさず，二酸化炭素排出削減及びエネルギー安全保障
を達成することとしている。
エネルギー・気候変動省による検討された素案計画・プログラムは，広範囲
に適用され，英国による海洋環境や全エネルギーセクターに関連する実施を対
象としている。 2009年 1月に実施された theOESEAや， 2011年2月に実施
された OESEA2での海洋エネjレギー の SEAは，エネルギー・気候変動省や
その前の部署により 1999年から実施された過去の地理的範囲 (region)を対
象とした SEAが継承された。 OESEAでは，石油やガスの海洋資源ライセン
(34) Department of Energy & Cllimate Change 2016.“UK Offshore En巴rgyStrate-
gic Environmental Assessment: OESEA 3 Non-Technical summary". Future 
LeasingjLicensing for Offosre R巴newableEncrgy， Offshore Oil & Gas Hydro-
carbon Gas and Carbon Dioxid巴Storageand Associat巴dInfrastructur巴.March 
2016. London， UK. 
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スや二酸化炭素貯蔵に限らず，英国再利用エネルギー地域(現在の排他的経済
水域:EEZ)とイングランドとウエールズの領海の深水60mまでの沖合を対
象とした洋上風力発電ファームも含む素案計画・プログラムに関して，環境に
配属した実現性を検討するものとなっている。
OESEA2では，石油やガス及び CCSを含むガス貯留に加え，洋上風力・
波力・潮力を含む海洋エネルギーについてのライセンス/リースの素案計画・
プログラムに対し SEAが実施され.その課題が検討された。
二酸化炭素の輸送と貯留については，英国海域内(英国の排他的経済水域，
スコットランドの領海を除く英国領海)の地下貯留へのライセンス/リースが
検討された。
OESEA3では， EOR (石油増進回収〉や帯水層や岩塩空洞を含む地層への
CO2貯留も対象としている。
OESEA3は， 5年間の実施期聞を予定している。素案計画・プログラムに
盛り込まれたいくつかの技術は，商業的実施に向け継続的に検討される。また，
SEA実擁期間中，英国の温室効果ガスの中・長期削減目標の連成のため，ぞ
れらの技術は急速な発展と変化が期待される。 OESEA3は，技術，効果，計
画・プログラムに関する新たな情報により，エネルギー・気候変動省が定期的
に査定されている。
③ 計画・プログラムの代替案
将来の沖合洋上風力，波力，潮力及び石油及びガスのライセンス， CCS等
の海洋エネルギーに関する計画・プログラムを対象とした SEAを実施した際
に考案された代替案を以下に示す。
代替案全地域におけるリース・ライセンスを許可しなL、。
代替案2:リース・ライセンスのプログラムは支持する。
代替案3:該当地域におけるリース及びライセンスを一時的または範囲的
に制限する。
④ エネルギー・気候変動省による SEAのプロセス
SEAプロセスでは，策定された計商・プログラムによる環境影響や将来実
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施される開発とエネルギ一生産のためのライセンス及びリースの決定に関する
協議が各段階を行われる。
エネルギ ・ー 気候変動省による沖合エネルギーを対象とした SEAプロセス
ガイドラインなどの要求を明確に法律，1hのSEA，多様な人々や組織，は，
することにより概念やアプローチを再構築するこ とで，継続的に発展してきた。
また，計画の特定の情報や実施内容はこのプロセスにより継続的に検討されて
SEAプロセスとこのプロセスで段階的に要求されるものと判いる。以下に，
? ? ?
、?
?
?
??
?
??
断されるものを要約する。
日う
|アセス…ークシ却プ |
地場スチー タホルずー
ワー クショッブ
図5SEA手I1固と各段階の対応フロー
CI:HJI! : Department of Energy & Climate Change， UK 2016) 
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OESEA3の第一スコーピングは， 2015年初めに環境当局と学識者と環境保
全組織で構成された SEA運営委員会により実施された。公のスコーピングで
は，関係行政機関とステークホルダーにより 2015年7月に実施された。スコー
ピングの報告書は，エネルギー・気候変動省のウェブサイトで閲覧が可能であ
る(却，(担)。
1999年以降，英国の大陸棚における石油及びガス探鉱と生産のライセンス
認可について，エネルギー・気候変動省による計 9つの SEA(SEA 1-7， 
OESEA (SEA 8を含む)and OESEA 2)が実施された。そして，第 2ラウ
ンドでは洋上風力発電を対象とした SEAが実施された。以下の表 10に，こ
れまでの英国による SEAの一覧(37)を示す。
⑤ 環塙報告書 (EnvironmentalReport) 
OESEA3の環境報告書では，関係行政機関と国民による計画・プログラム
案とその代替案による影響に関する公式協議に必要な情報を提供されている。
英国 SEA規定によると，以下に示す項目が環境影響を及ぼす可能性があると
して評価しなければならないとされている。
・生物多様性，生息環境，動植物
・地質，基質，海岸地形
・ランドスケープ/海景
・水環境
・大気質
(35) SEA webpages of the gov.uk websit巴
(36) Department of Energy & Cllimate Change 2016.“UK Offshore Energy Strate-
gic Environmental Assessment: OESEA 3 Non-Technical summary'¥Future 
LeasingjLicensing for Offosre Renewable Energy， Offshore Oil & Gas Hydro-
carbon Gas and Carbon Dioxide Storage品ndAssociated Infrastructure， March 
2016. London， UK. 
(37) Department of Energy & Cllimate Change 2016.“UK Offshor巴EnergyStrate-
gic Environmental Assessment: OESEA 3 Non-Technical summary". Future 
LeasingjLicensing for Offosre Renewable Energy， Offshore Oil & Gas Hydro-
carbon Gas and Carbon Dioxide Storage and Associated Infrastructure. March 
2016. London， UK. 
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表10 これまでの英国によるエネルギー・気候変動緩和に向けたSEA実施一覧
ライセンス/
SEA 対象エリア 産業対象 実施年 リース・ラウ
ンド Round
SEA 1 英国とフ品口一諸島に沿っ 石油・ガス 2001 19th Round 
た境界の深部エリア
SEA 2 英国による大半の既存の石 石油・ガス 2002 20th Round 
油・ガス図が存在する北海
の中心部
SEA 2 アウター・マレー湾 石油・ガス 2002 20th Round 
SEA 3 北海南部の残りの範囲 石油・ガス 2003 21st Round 
R2 イングランドとウェーlレズ 沖合洋上風力 2003 Round 2 
の沖合にある 3つの戦略的
地域
SEA4 シェトランド諸島とオーク 石油・ガス 2004 22nd Round 
ニー諸島の北部及び西部の
沖合エリア
SEA 5 北海北部，北海中心部の} 石油・ガス 2005 23rd Round 
部からスコットランド本島
の東部，オークニー諸島と
シェトランド諸島まで
SEA 6 アイルランド海の一部 石油・ガス 2006 24th Round 
SEA 7 沖合エリアからスコットラ 石油・ガス 2008 25th Round/ 
ンド西部
OESEA 英国沖合，イングランドと 石油・ガス，沖 2009 26th Round/ 
ウエールズの領海 合洋上風力 Round 3 
OESEA 英国沖合，イングランドと 石油・ガス，沖 2011 (27th 27th Round 
2 ウエールズの領海 合洋上風力・波 Round); and 28th Round 
カ・潮カ，ガス・ 2014 (28th 
二酸化炭素貯留 Round) 
OESEA 英国沖合，イングランドと 石油・ガス，沖 2016 29th Round 
3 ウエールズの領海 合洋上風力・波
カ・潮力，ガス・
二酸化炭素貯留
(Department of Energy & Climate Change. UK 2016を基に著者が作成〉
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刷 t.， -可-，.
-“-山・-耐 flf.:-;:叩
図6 英国による過去の SEA範囲 (色分け)
と地理的領海区域 (数字分け)
cwot! : Department of Energy & Climate Change， 
UK 2016) 
・人口，健康影響
・他の利用者，有形資産(インフラ整備，他の天然資源を含む)
・文化遺産(建造物や考古学的遺産を含む)
・サイ トや種の保護
・上記と相互関連がある項目
将来，変化を伴う情報や環境基準に関連する項目については，その結果将来
的に重大な影響を及ほ、すと判断された場合，項目が見直しされる O
以下に， OESEA 3で実施されたアセスメントとその結果を要約する。
- 184-
二酸化炭素回収・貯留 (CCS)に関する法政策研究
⑥ OESEA 3における対象地域
沖合の再利用エネルギーの SEAでは，英国の排他的経済水域 (theUK Ex-
clusive Economic Zone: EEZ)とイングランドとウエールズの領海の該当地
域におけるリースポテンシャルが検討された。スコットランドの再利用エネル
ギ一地域と 12海里領海内の北アイルランド海の地域は，再生可能エネルギー
の計画の対象外となっている。ガス及び二酸化炭素貯留に関しては， この
SEAでは英国領海及ひや英国の排他的経済水域で‘のライセンス及びリースポテ
ンシャルが検討された。スコットランド領海における CCSは権限委譲事項であ
るため， OESEA3の計画・プログラムの素案には含まれていなL、。沖合の石油
及びガスのライセンスに関して，この SEAはすべての英国領海を対象しt:(38)。
⑦ ライセンス及びリース CContextto Licensing and Leasing) 
英国のエネルギー政策では，他の関連する政策の主要目的が計商の素案には
考慮されている。計画の素案には，海洋政策綱領 (theMarine Policy State-
ment: MPS)，東部沿岸・沖合海洋計画 (theEast Inshore and Offshor巴Ma-
rine Plans)，スコットランド国家海洋計爾 (Scotland'sNational Marine 
Plan)や環境報告書のドラフトの期間中に承認された他の地域(例えば，ウエー
ルズ，北アイルランド，南部沿岸・沖合海域〉などが考慮されている。各地理
的範囲や国家海洋計画は，地理的範囲に関する特定な情報に碁づき MPSに従っ
て計画案を策定されなければならなL、。
規制施行や規制当局による決定は，地理的海洋政策文書または MPSに準ず
る必要がある。それらの計画地域や関連政策は， SEAの環境報告書の準備期
間中に検討される。各地理的範囲や国家海洋計画地域を図7に示す。計画地域
の~問的側面に関連する政策については，地図化され，相互承認が実摘される。
エネルギーに係る包括的な国家政策綱領は， i計画法 (ThePlanning Act 
(38) Department of Energy & Cllimate Change 2016. “UK Offshore Energy Stra-
tegic Environmental Assessment: OESEA 3 Non-Technical summary". Future 
Leasing/Licensing for Offosre Renewable Energy， Offshore Oil & Gas Hydro-
carbon Gas and Carbon Dioxide Storage and Associated Infrastructure. March 
2016. London， UK. 
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2008)Jにより導入された 「国家としての重要性が高いインフラプロジェク卜
CNationally Significant Energy Infrastructure Projects: NSIPs) に関する
政策計画も適用される。これには，イングランド及びウエールズのほぼすべて
の沖合の再利用エネルギープロジェクト，沖合エネルギーに関連した陸域のプ
ロジェクト (例.ガス・ 二酸化炭素貯留や石油 ・ガスパイプライン)が含まれ
る。ライセンス/ リースに関する意思決定とそれに続く計画 ・プログラム草案
の採択の結果として実施される活動は，多くの立法と政策立案権限そして関連
する意思決定に分かれる (3九
L"輔、必ι.
山 田一……，-町一一四‘，.町内・-
砲国-働蜘叩刷t~l，制
'・"・伽陶.・・l
図7 英国大陸棚 (theUKCS).英国排他
的経済水域，スコ y 卜ランド再利用
エネルギー・ゾーン，領海と中間線
(出典 Department of Energy & C1imate 
Change. UK 2015) 
(39) Department of Energy & Climate Change 2015“UK Offshore Energy Strate-
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'-帰
一四一…6・…一ーし1"開剛司Lザ.J'-絢刷嗣.-
図8 SEAの対象地域 (石油・ガス，
ガス・二酸化炭素貯留)
(出典。 Departmentof Energy & Climate 
Change. UK 2015) 
図9 海洋空間計画境界線に関する
SEAの対象地域
(出典:Department of Energy & Climate 
Change. UK 2015) 
⑧ 二酸化炭素貯留 CCarbonDioxide Storage) 
「改正エネルギ一法 2008Jは，沖合の二酸化炭素貯留を管理するライセンス
制度を成文化しており，ライセンスが無く貯留を活動することを取り締まるこ
ととした。この制度は，スコットランドを除く英国領海と排他的経済水域内に
おいて英国領海を越えたすべての延長領域での沖合における貯留を対象として
いる。同法と関連規制の施行により，英国では rccs指令/Directive2009/ 
31/ECJを施行したこととなる。
gic Environmental Assessment (UK OESEA 3)". Future LeasingjLicensing for 
Offshore Renewbale Energy. Offshore Oil & Gas and Gas Storage and Associ 
ated Infrastracuture. Scoping for Environmental Report. July 2015. London. 
UK 
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⑨ ライセンス対象範囲
OESEA 3により供与されるライセンスは以下の通りである 0
・長期的を処分前提とした二酸化炭素貯留
・この貯留による自然特性(例えば岩塩帯水層)の転換
・二酸化炭素貯留サイトの探査これらのための施設の設置と保全
沖合スキームに関連する海域での許可の権限者は，エネルギー・気候変動省
大臣である。但し，スコットランドに隣接する領海は，スコットランドの大臣
である。また，同法では，これらの活動を行う場合海底及び海底下の空間を使
用する場合は，王領地 (aCrown Estate)のリースぞ要求している。これら
の地域での二酸化炭素貯留のためのライセンス契約は，イングランドとウエー
ルズでは「二酸化炭素貯留(ライセンス等〉に関する規定2010/TheStorage 
of Carbon Dioxide (Licensing etc.) Regulations 2010J，スコツトランドで
は「二酸化炭繋貯留(ライセンス等) (スコツトランド)に関する規定
2却01日l/TheStorage of Carbon Dioxide (Licensing etωc.) (侶Sc∞ot札land)Regula-
tions 2011Jにより規制されている(印仰刷4岨叫0ω]
以上の考察から，英国ではエネルギーに関連する計画・プログラム素案は，
SEAにより総合的な英国のエネルギー供給政策や温室効果ガス緩和政策と協
調されることとなる。
まとめにかえて
欧州では SEA指令によって計画レベルの戦略的アセスメントの枠組みが構
築されている。 SEAはEIAの一部と見なされ重要な位置づけとなっており，
計岡・プログラム段階で環境影響の議論がなされる機会を提供する手段であるo
EIAによる事業レベルの環境評価を行う場合， SEAの評価詳細は非常に重要
(40) Department of Energy & CIimate Change 2015.“UK Offshore Energy Strate-
gic Environmental Assessment (UK OESEA 3)". Future Leasing/Licensing for 
Offshore Renewbale Energy， Offshor巴Oil& Gas and Gas Storage and Associ-
ated Infrastracuture. Scoping for Environmental Report. July 2015. London， 
UK 
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な情報を与え，補完的であり， EIAの効率化，情報の透明化にも繋がってい
る。一方， CCS指令には EIAの手続きを具体的に要求しているが， SEAにつ
いては明確に言及していなL、。しかし， CCSの導入は，必然的にエネルギ一
政策の具体策として検討されるため， EIAとSEAが共に要求されるという見
方がされる場合がある。 また EIAとSEAとも EU指令として法制度化され
ているため，明確化せずとも不可欠な評価手段といえよう O
また，英国は， 2050年までに 1990年を基準年として 80%の温室効果ガス削
減を公約し，その実現に向け「気候変動法 2008(the Climate Change Act 
2008)Jを制定し，政策や計画を実施している。また，パリ協定に批准したこ
とにより，公約した目標を達成するためエネルギー・気候変動政策の抜本的見
直しを行っている。エネルギーに関する国家政策文書の中で，エネルギーの低
炭素化や効率化，また温室効果ガス緩和策としてエネルギ一政策改革と CCS
導入・普及を重要な政策と位置づけとした。このような背景のもとで， CCS 
に関連する計画・プログラムは，法に基づき SEAが実施され，環境に配慮、し
た本格的実施に向け継続的な検討が現在も行なわれている O このような英国に
おける CCSの先進的な取組みは，わが国の CCS導入・普及に重要な示唆を与
えるものであり，今後の動きを注視したL、。
謝辞:本研究は，環境省環境研究総合推進費 (2-1603:二酸化炭素回収・貯留 (CCS)
の導入・普及の法的枠組みと政策戦略に関する研究)の成果の一部であること
を記し，お礼申し上げる。
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